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高額療養費とは、1ヶ月（暦月）の医療費が自己負担限度額（下表参照）を超えた場合、超えた部分が保険者から返金される制度です。全額を窓口で支払った後、申請を行うことで返金されます。

　70歳未満の方に対する入院治療費については、「限度額適用認定証」を作成し、病院に提示すると、自己負担限度額を病院の窓口で支払うのみで済みます。

一度に多額の現金を用意しなくてもよく、後から申請する手間も省けます。

　入院をすることがあらかじめわかっている場合は、先に限度額適用認定証を作成しておくのがよいでしょう。全国健康保険協会管掌の健康保険であれば協会けんぽで、国民健康保険であれば各住所の市区町村役場で手続を行ないます。健康保険証と認印が必要です。（健康保険組合の場合は各健康保険組合にお問い合わせください）
　限度額適用認定証は、その場で直接受け取るか、ご本人宛に郵送されてきます。<70歳未満の方の自己負担限度額>
	上位所得者（標準報酬月額が53万円以上）
	150,000円＋（医療費－500,000円）×1％（多数該当の場合は83,400円）

	一般
	80,100円＋（医療費－267,000円）×1％（多数該当の場合は44,400円）

	低所得者（住民税非課税者等）
	35,400円
（多数該当の場合は24,600円）


◆注意点
①外来や複数の医療機関への支払で限度額を超える場合は従来どおりの申請手続きになります。（入院と同月に外来がある場合は注意が必要です）
②限度額適用認定証の有効期限が過ぎた場合、再度作成が必要になります。
従業員に子供が生まれた場合、以下のような業務があります。
1.出産育児一時金の請求（社会保険）
　　妊娠４ヶ月（85日）以後の出産に対して、１児ごとに39万円が支給されます。（産科医療補償制度加入医療機関等での出産の場合、42万円）

2.出産手当金の請求（社会保険）
　　出産をした女子従業員が、出産予定日より42日（多胎妊娠の場合は98日）以前から出産後56日までの間、出産のため仕事を休み、給料を受け取れないとき支給されます。（欠勤1日につき、標準報酬日額の2/3を支給）
3.育児休業等取得申出書の提出(社会保険)
３歳未満の子どもを育てるために、産後休業後も休業している者がいる場合、その期間の本人・事業主の社会保険料は免除されます。かつ、免除期間の社会保険の被保険者の資格に変更はなく、育児休業に入る前の保険料をもとにして給付金等が計算されます。

4.育児休業給付金の請求（雇用保険）
　　育児休業期間中（最大子どもが1歳半まで）、休業開始前の賃金の5割が支給されます。
常時10人以上の労働者を雇っている事業所は、就業規則を作成し、その内容を労働者に周知し、労働基準監督署に届出なければなりません。
1.「常時10人」の考え方
　勤務時間は関係なく、雇用している労働者が常態として10人以上であることが必要です。
（例1）正社員が4人、パートタイマーが7人
→就業規則の作成、周知、届出が必要です。
（例2）正社員が8人、繁忙期だけパートタイマーを2、3人雇っている。
→就業規則の作成等の義務はありません。
2.「10人以上」の単位について
　企業単位ではなく、事業場単位です。

（例3）東京支店で6人、千葉本店で8人の労働者を雇っている。
　　　→就業規則の作成、届出の義務はありません。

3.「就業規則の周知」の具体的内容

　周知方法は、以下の3通りがあります。
①常時作業場の見やすい場所へ周知、備え付ける

②書面を労働者に交付する

③磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずるものに記録し、かつ各作業場に労働者が常時確認できる機器を設置する
該当する事業所が、就業規則の作成、届出、従業員への周知を怠った場合、30万円以下の罰金を徴収される場合があります。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；当社では、休憩中に事務所で食事をとり、来客や電話があった場合対応する当番を決めています。来客や電話がなければ通常の休憩と変わらないため、休憩時間と考えていますが、この時間も労働時間と考えなければならないのでしょうか？
Ａ；休憩時間とは、労働者が権利として労働から離れることが保障された時間のことです。

　来客や電話の応対接受などは通常の業務であり、その労働のために当番として居残っている時間はいつでも労働できる状態で待機している手待ち時間であるため、休憩時間ではなく労働時間となります。

　従ってその時間は賃金が発生し、労働時間が6時間を超える場合には、この時間以外に休憩を与えなければいけません。
また、当番制にせず居残り等の拘束を課していない会社で、社員が休憩時間に電話を受けたり来客の応対をしても、それが僅少の時間であり、たまたま居合わせた者が本人の自由任意意思で行っている場合は、労働時間に該当しません。

※障害者雇用納付金制度とは

雇用障害者数が法定雇用率（1.8％）を下回っている場合は納付金の納付を行い、超えている場合は調整額が支給される制度です。労働者が常時200人を超える全ての事業主が該当し、申告の必要があります。
千葉県では以下の日時で申告事務説明会が行われます。該当の会社は日時をご確認いただき、ご参加ください。
	常用雇用

労働者数
	管轄
ハロー
ワーク
	日時
	場所

	301人

以上
	千葉・木更津・成田・千葉南
	2月23日

10：00～
	千葉市

ビジネス支援センター

（Ｑｉｂａｌｌ(きぼーる)内）

	
	市川・銚子・館山・佐原・茂原・松戸・船橋・いすみ・野田
	2月24日

13：30～
	

	180人

以上

300人

未満
	千葉・木更津・成田・千葉南
	2月24日

10：00～
	

	
	市川・銚子・館山・佐原・茂原・松戸・船橋・いすみ・野田
	2月23日

13：30～
	


詳しくは、下記にお問い合わせください。
社団法人 千葉県雇用開発協会
TEL：043-225-7071
23年2月号
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出産に対しての手続
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